
令和５年度成果報告書 税務会計課総括  

１．町税の収入状況 

〇町税全体では、調定額は令和４年度から若干減少したものの収入額は増

加した。概ね昨年度並みであった。 

〇徴収率は、昨年度と比較して 0.3%増加し、過去５年を比較して最も高か

った。 

２．各税目の収入状況（現年課税分） 

〇個人町民税は、納税義務者が減少したことに伴い調定額で 1,340 千円の

減額となった。 

○法人町民税は、企業収益の減少等により調定額で 12,072 千円の減額と

なった。

〇固定資産税は、大手電力会社の大規模償却資産の更新に伴い調定額が

13,838 千円の増額となった。 

〇軽自動車税は、旧税率から標準課税への移行により、調定額で 637 千円

の増額となった。 

〇入湯税は、大規模宿泊施設の休館の影響により調定額で△2,019 千円の

減額となった。 

〇国民健康保険税は、加入世帯の減少により調定額で 5,333 千円の減額と

なった。 

〇後期高齢者医療保険料は、納税義務者の減少により調定額で 1,381 千円

の減額となった。 

３．その他 

○住民税の納税相談（2 月 16 日から 3 月 15 日）については、昨年度に引

き続き各地区の受付時間帯を細分化し、会場での感染対策及び対面時間

の短縮等を図りながら申告受付を実施した。

【評価】 

〇町税全体の徴収率は、97.2％で前年度と比較して 0.3%増加した。 

新規滞納者の発生を抑制するため各納期におけるきめ細やかな滞納者

の管理を行った。 

〇庁内滞納整理特別対策班については、各担当課間での情報共有・連携し

た取組みにより一定の成果を上げた。各担当が滞納整理の意識を高めた

結果、収納率の向上、滞納額の縮減を行うことができた。  
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４．税務会計課

1.税務関係

(１）町税の収入状況

町税収入状況

税目別構成比（調定額）

純固定資産税

種別割

環境性能割

税目別構成比（繰越額）

固定資産税

純固定資産税

交付金

軽自動車税

種別割

環境性能割

5 609,007,948 591,953,418 4,770,003 12,284,527

66.4%計 12,284,527 100.0% 18,496,414 100.0% △ 6,211,887

-

　入湯税 0 0.0% 0 0.0% 0 -

　町たばこ税 0 0.0% 0 0.0% 0

0 0.0% 0 0.0% 0 -

96,600 0.8% 45,000 0.2% 51,600 214.7%

96,600 0.8% 45,000 0.2% 51,600 214.7%

0 0.0% 0 0.0% 0 -

8,031,778 65.4% 13,159,800 71.2% △ 5,128,022 61.0%

-

　個人町民税 4,156,149

8,031,778 65.4% 13,159,800 71.2% △ 5,128,022 61.0%

　法人町民税 0 0.0% 540,000 2.9% △ 540,000

33.8% 4,751,614 25.7% △ 595,465

99.9%

単位：円

前年対比

87.5%

区  　分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 調定額増減

計 609,007,948 100.0% 609,527,881 100.0% -519,933

99.2%

　入湯税 9,756,800 1.6% 11,776,050 1.9% -2,019,250 82.9%

　町たばこ税 17,925,814 2.9% 18,061,676 3.0% -135,862

1,844,000 0.3% 1,453,500 0.2% 390,500 126.9%

14,938,200 2.5% 14,352,800 2.4% 585,400 104.1%

96.7%

　軽自動車税 16,782,200 2.8% 15,806,300 2.6% 975,900 106.2%

交付金 23,597,700 3.9% 24,392,600 4.0% -794,900

103.8%

357,425,700 58.7% 342,564,020 56.2% 14,861,680

72.4%

　個人町民税 151,621,734

104.3%

　固定資産税 381,023,400 62.6% 366,956,620 60.2% 14,066,780

　法人町民税 31,898,000 5.2% 44,057,100 7.2% -12,159,100

152,870,135 25.1% -1,248,401

104.6%

単位：円

前年対比

99.9%

99.2%

97.2%

区  　分 令和５年度 構成比 令和４年度 構成比 調定額増減

96.4%

2 604,070,853

4 609,527,881 590,638,287 393,180 18,496,414 96.9%

3 563,365,691 904,947 18,316,755 96.7%

元 612,475,385 591,489,681 1,513,130 19,472,574

98.6%569,210,060 369,340 34,491,453 94.2%

96.6% 99.6%

年度
調定額
前年対比

　　町税は、調定額ベースで令和４年度から△519,933円（△0.1%）の微減となった。

　　徴収率は97.2%と前年度より0.3ﾎﾟｲﾝﾄ増加し、収入未済額は前年度より△6,211,887円減少した。

単位：円

収 入 済 額 徴収率調 定 額 不納欠損額 収入未済額

24.9%

582,587,393
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（２）各税目ごとの調定額と収入済額の状況

①　個人町民税　（現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）納税区分別状況

延

ウ）個人町民税区分別状況

②　法人町民税　（現年課税分）

ア）年度別の比較

1,885 146,868,120

5 130 31,358,000 31,358,000 0 100.0%

815,358 99.4% 99.1%

72.2%

5 146,052,762

116.9%

4 132 43,429,600 43,019,600 410,000 99.1% 133.3%

3 127 32,568,700 32,188,700 380,000 98.8%

86.6%

2 135 27,861,600 27,424,100 437,500 98.4% 112.2%

元 123 24,834,100 24,834,100 0 100.0%

収 入 済 額

　法人町民税の調定額は、企業収益の悪化等により△12,071,600円の減額（△27.8%）となった。

 　  単位：人,円

年 度 法人数 調 定 額

148,208,500

収入未済額 徴収率
調定額
前年対比

99.1%

99.1%

均 等 割 6,597,500

計 146,868,120 146,052,762 815,358 99.4%

所 得 割 140,270,620 139,462,262 808,358 99.4% 141,548,000

6,590,500 7,000 99.9% 6,660,500

99.4%

　 単位：円

調定額
前年対比

99.1%

区  分 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 徴収率 前年度調定額

31.6%

退職分 9

計 3,205 146,868,120 146,052,762 0 815,358

過年度更正 19 1,183,000 373,642 0 809,358

特別徴収（前年） 1,174 18,418,400 18,418,400 0

100.0%

0

1,329,320 1,329,320 0 0

100.0%

100.0%

普 通 徴 収 387

0 100.0%

特別徴収（現年） 1,194 94,746,000 94,746,000 0

年金特別徴収 422 8,694,900 8,694,900 0 0

22,496,500 22,490,500 0 6,000

99.4% 104.2%

　単位：人,円

徴 収 率

100.0%

0

区  分 納税義務者 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

4 1,903 148,208,500 147,309,387 5,500 893,613

98.9% 99.9%

3 1,951 142,242,100 141,859,126 0 382,974 99.7% 91.6%

2 2,039 155,270,200 153,521,627 0 1,748,573

元 2,045 155,403,200 154,146,770 0 1,256,430 99.2% 98.1%

徴収率
調定額
前年対比

年度 納税義務者 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

　個人町民税の調定額は、納税義務者の減少に伴い△1,340,380円（△0.9％）となった。

 徴収率は99.4%、収入未済額は前年度より△78,255円減少した。

 　単位：人,円
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イ）法人区分・申告期別法人数

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

7 19 7 8 3 1 4 8 1 8 5

1 10 5 3 4 4 1 5 2 1 2

1

3 1 1 1 1

11 1

1

8 33 24 12 9 6 5 13 1 2 9 8

ウ）法人町民税区分別状況

③ 固定資産税 （現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）純固定資産税年度別の比較

103.9%

5 344,265,900 343,483,200 61,300 721,400

91.2%

4

721,400 99.8%

99.8% 104.4%

5 367,863,600 367,080,900 61,300

332,192,300 483,800 1,014,200

362,935,700

329,633,400 328,702,920 61,700 868,780 99.7% 106.6%

3 309,155,600 307,657,600 483,800 1,014,200 99.5%

100.2%

2 339,137,800 323,383,690 30,700 15,723,410 95.4% 100.2%

元 338,358,000 337,273,800 0 1,084,200 99.7%

 単位：円 

年度 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 徴収率
調定額
前年対比

91.7%

4 354,026,000 353,095,520 61,700 868,780 99.7% 106.1%

3 333,690,300 99.6%

100.1%

2 363,701,300 347,916,490 30,700 15,754,110 95.7% 100.2%

元 361,851,500 0 1,084,200 99.7%

　徴収率は99.8%で前年度より0.1ﾎﾟｲﾝﾄ上がり、収入未済額は前年度より△147,380円減少した。

 単位：円 

年度 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 徴収率
調定額
前年対比

72.2%

　固定資産税の調定額は、大規模償却の増加に伴い13,837,600円（3.9%）の増加となった。

計 31,358,000 31,358,000 0 100.0% 43,429,600

93.2%

57.2%法人税割 14,489,700 14,489,700 0 100.0% 25,327,200

均 等 割 16,868,300 16,868,300 0 100.0% 18,102,400

 単位：円

区   分 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 徴収率 前年度調定額
調定額
前年対比

9号 3,000,000 1

計 130

7号 410,000 12

8号 1,750,000 0

5号 160,000 7

6号 400,000 0

3号 130,000 38

4号 150,000 1

1号 50,000 71

2号 120,000 0

 　単位：円,法人

区 分
期別 申　告　期　別　法　人　数

均等割額 計
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ウ）純固定資産税区分別状況

エ）土地課税状況 (令和６年１月１日現在)

オ）家屋課税状況 (令和６年１月１日現在)

カ）新増築分・減少分家屋 (令和５年１月１日～ 令和５年12月31日)

キ）償却資産 (令和６年１月１日現在)

計 257 96 10,860,838 10,784,977

法第389条関係 8,497,310 8,465,676

234,218

小　　　計 2,363,528 2,319,301 26,720 2,292,581

工具、器具及び備品 234,218 234,218 0

0

車両及び運搬具 4,761 4,761 0 4,761

船舶・航空機 0 0 0

1,267,442 1,240,028 9,906 1,230,122

左以外のもの

町
が
価
格
等
を

決
定
し
た
も
の

構　　築　　物 857,107 840,294 16,814 823,480

機械及び装置

20.8

 単位：人,千円

区　　　　分 申告者
納税
義務者

評 価 額 課税標準額
課税標準の内訳

課標の特例規定分

計 41 6,880 84,785

6.2

非木造 15 5,023 73,338 14.6

9,810 115.5

減
少
分

木　造 26 1,857 11,447

計 12 5 1,078 171 62,505

57.4

非木造 7 0 907 0 52,695 0 58.1

内増築分 ㎡当たり価格

新
増
分

木　造 5 5 171 171 9,810 9,810

区    分 棟 数 内増築分 床面積 内増築分 評価額

非 課 税 家 屋 295 33,081

単位：棟,㎡,千円

1.6

法定免税点以上 3,609 415,974 6,639,376 16.0

計

総　　 　　数 3,883 432,400 6,665,941 15.4

法定免税点未満 274 16,426 26,565

5.8

法定免税点以上 717 115,590 2,897,650 25.1

非
木
造

総　　 　　数 739 116,025 2,900,166 25.0

法定免税点未満 22 435 2,516

1.5

法定免税点以上 2,892 300,384 3,741,726 12.5

木

造

総　　 　　数 3,144 316,375 3,765,775 11.9

法定免税点未満 252 15,991 24,049

 単位：棟,㎡,千円

区　　　分 棟　 数 床　面　積 評　価　額 ㎡当たり価格

計 38,910,620 6,985,435 6,693,371 3,628,787 38,932,794

そ の 他 902,166 1,153,472 1,146,307 853,909 900,327

原　　野 2,220,224 71,338 67,714 67,714 2,218,762

山　　林 31,060,946 576,716 548,771 548,771 31,074,348

池　　沼 128,665 33,482 33,007 32,947 128,665

宅　　地 1,306,765 4,894,104 4,646,721 1,874,621 1,309,478

介在田畑 0 0 0 0 0

畑 1,090,411 42,761 40,103 40,091 1,094,371

田 2,201,443 213,562 210,748 210,734 2,206,843

99.8% 111.4%

 単位：千円

区 分 評価総地積(㎡) 評   価   額 免税点以上の評価額 免税点以上の課税標準額 前年度(㎡）

計 2,333 344,265,900 343,483,200 61,300 721,400

99.8%96 177,021,400 176,650,500 0 118.0%

(内大臣配分) (12) （139,963,300） （139,963,300） (0) (0) (100.0) (　. ％)

償却資産 370,900

99.7% 97.1%

家    屋 1,820 107,415,022 107,167,022 22,900 225,100 99.8% 110.1%

土    地 1,547 59,829,478 59,665,678 38,400 125,400

 単位：人,円

区   分 納税義務者数 調 定 額 収 入 済 額 不能欠損額 収入未済額 徴収率
調定額

前年対比
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ク）国有資産等所在市町村交付金（令和５年度）

ケ）課税免除、不均一課税及び減免 (令和５年度)

④ 軽自動車税 （現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）車種別一覧表

  二 輪 の 小 型 自 動 車

14,893,200 14,841,600 0 51,600 99.7% 104.5%5 1,414

100.0%計 2,161 36 24 2,101

1.2%

6,000 65 0 0 65 1 3.0%

0

46

81 0 3.9%

　特 殊 作 業 車 5,900 26 1 0 25
小型特殊
自 動 車

　農　耕　用 2,400 84 3 0

21 12.9%

　貨物（自）25％軽 3,800 0 0 0 0 0 0.0%

　貨物（自）重課税 6,000 278 10 0 268

△ 45 7.4%

　貨物（自）標準税 5,000 281 13 2 266 47 13.0%

　貨物（自）旧税率 4,000 160 4 2 154

0 0.1%

　貨物（営）25%軽減 2,900 0 0 0 0 0 0.0%

　貨物（営）重課税 4,500 2 0 0 2

0 0.1%

　貨物（営）標準税 3,800 3 0 0 3 △ 1 0.1%

　貨物（営）旧税率 3,000 2 0 0 2

0 0.0%

　乗用（自）25％軽 8,100 0 0 0 0 0 0.0%

　乗用（自）50％軽 5,400 0 0 0 0

51 21.2%

　乗用（自）重課税 12,900 252 0 5 247 37 11.7%

　乗用（自）標準税 10,800 458 2 10 446

0.1%

　乗用（自）旧税率 7,200 286 1 4 281 △ 61 13.2%

80 △ 1 3.7%

　ボートトレーラー 3,600 3 0 0 3 0

0 7 △ 2 0.3%

軽自動車

　二　輪　車 3,600 80 0 0

0.6%

　90cc超～125cc以下 2,400 28 1 0 27 3 1.3%

132 △ 4 6.2%

　50cc超～90cc以下 2,000 12 0 0 12 0原動機付
自 転 車

　50cc以下のもの 2,000 134 1 1

　ミ　ニ　カ　ー 3,700 7 0

 　単位：円,台

区　　 　分 税   額 台  数 非課税 課税免除 課税台数 前年対比 台数構成

100.0% 100.9%

4 1,424 14,255,800 14,205,500 5,300 45,000 99.7% 102.8%

3 1,394 13,866,000 13,860,000 0 6,000

99.8% 102.7%

2 1,422 13,747,000 13,689,100 0 57,900 99.6% 101.8%

元 1,446 13,498,200 13,465,200 0 33,000

収入未済額 徴収率
調定額
前年対比

　軽自動車税の調定額は、乗用・貨物（自）で旧税率から標準課税への更新が進み、637,400円の増額

（4.5%）となった。

 徴収率は、99.7%で前年度と同率となった。収入未済額は前年度より6,600円増加した。

　単位：人,円

年度 納税義務者 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額

災害、その他減免 10 190,400 　南木曽町税条例・災害による被害者に対する町税の減免に関する規程

計 712 4,589,476

　南木曽町伝統的建造物群保存地区に係る町税の特例に関する条例

17 1,142,044 　地方税法附則第15条の6第１項又は第２項（新築軽減・3年間）

4 143,309 　地方税法附則第15条の7第１項又は第２項（新築軽減・5年間）

課 税 免 除 1 774,700 　過疎地域自立促進特別措置法等

不均一課税

1 1,016,500 　過疎地域自立促進特別措置法等

679 1,322,523

96.7%

 　単位：件,円

区    分 件   数 軽 減 税 額 適    　用  　　 条 　　  例  　　 等

交 付 金 2 23,597,700 23,597,700 100.0% 24,392,600

 単位： 人,円

区   分 納税者数 調定額 収入済額 徴収率 前年度調定額 前年対比

66



ウ）環境性能割

⑤ 町たばこ税 （現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）課税本数

⑥ 入湯税（現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）課税状況（現年課税分）

現

過

現

過

現

過

82.9%5 4 9,756,800 9,756,800 0 100.0%

76 1,844,000 1,844,000 100.0%

5 17,925,814 17,925,814 100.0% 99.2%

80.9%

0 0 0 0 -
計

69,226 9,756,800 85,612 11,776,050

58.8%

0 0 0 0 -
日帰 100

12,542 1,254,200 21,315 2,131,500

88.2%

0 0 0 0 -
宿泊 150

56,684 8,502,600 64,297 9,644,550

 単位：円,人

区   分 単  価 利用者数 調 定 額 前年利用者数 前年度調定額
利用者
前年比

117.5%

4 4 11,776,050 11,776,050 0 100.0% 146.0%

3 4 8,067,750 8,067,750 0 100.0%

146.4%

2 5 6,868,650 6,868,650 0 100.0% 43.8%

元 5 15,668,100 15,668,100 0 100.0%

　入湯税の調定額は、大規模宿泊施設の休館の影響で△2,019,250円の減額(△17.1%)となった。

     単位：円,人

年 度 納税義務者 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 徴 収 率
調定額
前年対比

　旧３級品以外 2,748,918 12,987 2,735,931 2,756,666 99.2%

 単位：本 

区  　分 配　 置 返　 還 課税本数 前年度課税本数 前年比

3 16,557,190 16,557,190 100.0% 100.7%

4 18,061,676 18,061,676 100.0% 109.1%

元 17,096,006 17,096,006 100.0% 101.3%

2 16,434,229 16,434,229 100.0% 96.1%

100.0%

　町たばこ税の調定額については、全体で△135,862円の若干減額(△0.8%)となった。

　単位：円

年 度 調 定 額 収 入 済 額 徴 収 率 前年対比

5

4 65 1,453,500 1,453,500

3 55 1,103,900 1,103,900 100.0%

724,200 100.0%

元 24 487,700 487,700 100.0% 令和元年10月～

2

年度 台数 調定額 収入済額 徴収率 備考

56 724,200

単位：円
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⑦ 国民健康保険税 （現年課税分）

ア）年度別の比較

⑧ 後期高齢者医療保険料（現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）納税区分別状況

延

　国民健康保険税は、加入世帯の減少に伴い△5,333,300円（△7.5%）となった。

　徴収率は98.4%で前年度より△0.3ﾎﾟｲﾝﾄ減少した。収入未済額は前年度より164,100円増加した。

単位：世帯,円

年 度 世帯 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 徴 収 率
調定額
前年対比

元 554 88,495,500 85,685,200 0 2,810,300 96.8% 101.1%

562 83,990,500 81,465,800 0 2,524,700 94.9%

98.2% 85.5%3 539 71,799,100 70,484,159 0 1,314,941

2

98.7% 98.9%4 517

　後期高齢者医療保険料は、納税義務者の減少で△1,381,300円（△2.6％）となった。

 徴収率は昨年度と同率の99.9%であった。収入未済額は73,500円となった。

 単位：人,円

年 度
調定額
前年対比

108.0%

2 100.8%

元

 単位：人,円

徴収区分 納税義務者数 調 定 額
調定額
前年対比

95.8%

4 105.4%

3

100.7%

普通徴収 242 14,646,700 107.8%

特別徴収 927 36,190,100

102.6%計 1,169 50,836,800

71,037,500 70,128,500 0 909,000

97.0%

5 499 65,704,200 64,631,100 0 1,073,100 98.4% 92.5%

97.4%5

不納欠損額

0

0

0

納税義務者数

1,121

1,078

1,047

1,054

1,022

99.5%

99.9%

74,000

74,000

収 入 済 額

36,190,100

14,572,700

50,762,800

99.9%

99.9%

52,217,600

50,836,300

収 入 済 額

51,149,951

調 定 額

51,277,600

51,688,600

49,541,000

不納欠損額

0

0

0

徴収率

99.8%

99.7%

100.0%

73,500

徴収率

100.0%

収入未済額

0

収入未済額

127,649

148,700

0

12,2000

0

51,539,900

49,541,000

52,205,400

50,762,800

68



（３）滞納の状況

　滞納者は60人で、前年度より△10人減少した。

①　滞納額一覧表

②　不納欠損の内訳

現年分 過年分

197

ア）滞納整理特別対策班

イ）県との協働滞納整理

　・町税等収納金滞納整理特別対策班担当者会議　　11月17日に開催

0 376,560

　中信県税事務所と町が併任徴収協定を締結して徴収業務を協働で実施

　・対象者：１世帯２名　　・徴収額：261,900円

※督促手数料・延滞金含む

　町税、水道・下水道使用料、住宅使用料、介護保険料の徴収困難案件の滞納整理対策

　・町税等収納金滞納整理研究委員会　　　　　　　12月１日に開催

　　　今年度は多額滞納者が減少し、個別の対応が出来ているため特別班の活動はしなかった。

5 29 32,600 264,367 265,169 0

1,451,017 0 1,451,017

4 9 129,589 235,011 11,960 0 376,560

3 19 648,610 440,100 362,307 0

2 16 6,625 793,300 140,244 0 940,169 0 940,169

年度 件数
債　権

その他 合計
預貯金 給与 国税還付金 その他債権 計

計 61,300 5,142,603

③　差押状況 単位：円

（15名）

国民健康保険税 0 433,900

後期高齢者医療保険料 0 0

6

61,300 4,361,500

軽自動車税 0 0

個人町民税 0 347,203

地方税法第15条の7第4項及び第5項該当
地方税法第18条該当

法人町民税 0 0

固定資産税

40.9% 2,734,958 20,845,777

 単位：円 

税目 件数
金額

不納欠損の理由

計 27,545,674 4,292,252 5,142,603 18,110,819 15.6%

8,475,550

後期高齢者医療保険料 12,200 0 0 12,200 - 100.0% 73,500 85,700

1,588,358 12,284,527

13.5% 1,073,100国民健康保険税 9,035,060 1,198,710 433,900 7,402,450 13.3%

- 0 0

小   計 18,498,414 3,093,542 4,708,703 10,696,169 16.7% 9.4%

入湯税 0 0 0 0 -

8,031,778

軽自動車税 45,000 0 0 45,000 0.0% 6.2% 51,600 96,600

0 0

固定資産税 13,159,800 1,487,922 4,361,500 7,310,378 11.3% 4.1% 721,400

14.7% 815,358 4,156,149

法人町民税 540,000 540,000 0 0 100.0% 79.3%

個人町民税 4,753,614 1,065,620 347,203 3,340,791 22.4%

 単位：円

区  　分 滞納調定額 納 入 額 不納欠損額 収入未済額 徴収率 前年度 現年収入未済額 翌年繰越額

　滞納繰越分に係る納入額は、一般会計、国民健康保険特別会計及び後期高齢者医療保険料特別会計

合わせて4,292,252円で、前年度の納入額より989,655円の増額（30.0％）となった。

562,136562,136 0

20

171
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（４） その他業務の内容

　①　税務諸証明及び自動車臨時運行許可証（仮ナンバー）等の発行状況

②　町民税関系

　 ア）個人県民税徴収取扱関係

 　イ）住民税申告（納税相談）　　

ア）固定資産評価審査委員会 令和５年５月23日、令和６年３月26日

　　　 固定資産評価審査委員会運営研修会

　 ウ）公図修正

　④　その他

　 ア）収納関係

 　口座振替委託件数

 　イ）過誤納金の還付（歳出還付）

　　還付税額のうち、法人町民税は確定申告による予定申告分、個人町民税は所得の減額更正等による

　　　　　　　還付額の内訳

　 ウ）地方税電子申告（エルタックス）関係

　　　　電算委託料(基幹税ｼｽﾃﾑ改修、ASP関連） 7,070,700円　 委託業者　㈱電算　

　 エ）コンビニ交付発行件数

令和６年２月７日よりコンビニエンスストアで所得課税扶養証明書の発行が開始された。

　令和５年度中の発行件数は2件であった。（令和６年２月・３月各１件）

個人住民税給与支払報告書：1,707件　（前年度：1,703件）

法人町民税：163件　（前年度：168件）

4,143,012

0 (9,712) 

固 定 資 産 税

固定資産税(償却資産)：99件　（前年度：93件）

計 17 4,143,012 0

軽 自 動 車 税 0 0 0

8 3,778,800 0

6,670 1,208

0

(内配当・株式譲渡分) (4) (9,712) 

3 44,500 0 44,500

法 人 町 民 税 3,778,800

個 人 町 民 税 6 319,712 0 319,712

13,761

 固定資産税は課税錯誤による還付である。

　　単位：件,円

区 分 件   数 還 付 税 額 加  算  金 計

計 1,266 3,464 1,153

2,961

岐 阜 信 用 金 庫 68 134 26 61 0 289

ゆ う ち ょ 銀 行 208 1,399 226 859 269

5,761

木 曽 農 協 278 2,476 476 988 532 4,750

八 十 二 銀 行 712 2,661 480 1,556 352

　　　　分合筆異動修正 　委託費：682,000円　　委託業者：HARVEY㈱

 単位：件

区  　分 町県民税 固定資産税 軽自動車税 国民健康保険税 後期高齢保険料 計

徴収払込金額：97,497,468円 徴収委託金：5,782,373円　　

２月16日 から ３月15日 まで7会場で開催。20日間：639人（前年：651人）　　

③　固定資産税関係

　 イ）標準宅地鑑定業務

　　　　委託費：516,890円（37箇所）　　 委託業者：（一社）長野県不動産鑑定士協会

令和５年11月１日（オンライン研修）

16,600

計 1,277 281,250 1,242 323,700 -42,450

督 促 手 数 料 744 100 74,400 578 57,800

-10,400

仮 ナ ン バ ー 46 750 34,500 60 45,000 -10,500

住宅用家屋証明 2 1,300 2,600 10 13,000

前年金額 比較

税 務 諸 証 明 485 350 169,750 594 207,900 -38,150

　単位：件,円

区　  　分 件　数 単　価 金　額 前年件数
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単位：円,％

構成比

183,519,734 30.1 179,016,382 347,203 4,156,149 97.5 97.3

　個人町民税 151,621,734 24.9 147,118,382 347,203 4,156,149 97.0 96.8

現 146,868,120 24.1 146,052,762 0 815,358 99.4 99.4

滞 4,753,614 0.8 1,065,620 347,203 3,340,791 22.4 14.7

　法人町民税 31,898,000 5.2 31,898,000 0 0 100.0 98.8

現 31,358,000 5.1 31,358,000 0 0 100.0 99.1

滞 540,000 0.1 540,000 0 0 100.0 79.3

381,023,400 62.6 368,568,822 4,422,800 8,031,778 96.7 96.4

　純固定資産税 357,425,700 58.7 344,971,122 4,422,800 8,031,778 96.5 96.1

現 344,265,900 56.5 343,483,200 61,300 721,400 99.8 99.7

滞 13,159,800 2.2 1,487,922 4,361,500 7,310,378 11.3 4.1

　交付金 23,597,700 3.9 23,597,700 0 0 100.0 100.0

16,782,200 2.8 16,685,600 0 96,600 99.4 99.1

　種別割 14,938,200 2.5 14,841,600 0 96,600 99.4 99.0

現 14,893,200 2.4 14,841,600 0 51,600 99.7 99.6

滞 45,000 0.0 0 0 45,000 0.0 6.2

　環境性能割 1,844,000 0.3 1,844,000 0 0 100.0 100.0

17,925,814 2.9 17,925,814 0 0 100.0 100.0

9,756,800 1.6 9,756,800 0 0 100.0 100.0

現 9,756,800 1.6 9,756,800 0 0 100.0 100.0

滞 0 0.0 0 0 0 - -

609,007,948 100.0 591,953,418 4,770,003 12,284,527 97.2 96.9

現 590,509,534 97.0 588,859,876 61,300 1,588,358 99.7 99.6

滞 18,498,414 3.0 3,093,542 4,708,703 10,696,169 16.7 9.4

74,739,260 100.0 65,829,810 433,900 8,475,550 88.1 86.6

現 65,704,200 87.9 64,631,100 0 1,073,100 98.4 98.7

滞 9,035,060 12.1 1,198,710 433,900 7,402,450 13.3 13.5

50,848,500 100.0 50,762,800 0 85,700 99.7 99.9

現 50,836,300 100.0 50,762,800 0 73,500 99.8 99.9

滞 12,200 0.0 0 0 12,200 - -

734,595,708 100.0 708,546,028 5,203,903 20,845,777 96.5 96.0

現 707,050,034 96.3 704,253,776 61,300 2,734,958 99.6 99.6

滞 27,545,674 3.7 4,292,252 5,142,603 18,110,819 15.6 11.0

　入湯税

合　計

　国民健康保険税

　後期高齢者医療保険料

総　計

徴収率収入未済額
前年
徴収率

　町民税

　固定資産税

　軽自動車税

　町たばこ税

令和５年度　町税徴収実績一覧表

区 分 調定額 収入済額 不納欠損額
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（参考）　

町税・料金等滞納状況

※過年度分含む

合　　計 947,009,451 913,780,185 5,203,903 28,025,363 96.5%

　浄化槽整備事業 38,525,775 37,726,845 0 798,930 97.9%

　農業集落排水事業 13,356,341 12,887,898 0 468,443 96.5%

　妻籠下水道事業 9,247,990 9,232,963 0 15,027 99.8%

　下水道使用料等 61,130,106 59,847,706 0 1,282,400 97.9%

　水道使用料等 99,798,537 95,551,913 0 4,246,624 95.7%

　住宅使用料 51,485,100 49,834,538 0 1,650,562 96.8%

　後期高齢者医療保険料 50,848,500 50,762,800 0 85,700 99.7%

　国民健康保険税 74,739,260 65,829,810 433,900 8,475,550 88.1%

　入湯税 9,756,800 9,756,800 0 0 100.0%

　たばこ税 17,925,814 17,925,814 0 0 100.0%

　軽自動車税 16,782,200 16,685,600 0 96,600 99.4%

　固定資産税 381,023,400 368,568,822 4,422,800 8,031,778 96.7%

　町民税 183,519,734 179,016,382 347,203 4,156,149 97.5%

単位：円

区　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 徴収率
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	10-1,2  国民健康保険事業（審査後）
	10-3-1 国民健康保険（事業実績1）（審査後）
	10-3-2 国民健康保険（事業実績2）（R5）
	10-3-3 国民健康保険（事業実績3）（審査後）
	11 宅地造成事業（審査後）
	12 後期高齢者医療事業（審査後）
	13-1 簡易水道事業会計（審査後）
	13-2 簡易水道事業（主要事業一覧)
	14 下水道事業（審査後）
	15 農業集落排水事業（審査後）
	16-1 浄化槽市町村整備推進事業（審査後）
	16-2 浄化槽実績一覧表



